
 

様式９（添付１－３） 

 

令和４年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 

（帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 
区市町村名【   東大和市   】     

 

  

令和４年度に実施した取組内容及び成果と課題 

１ 事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

（１）実施主体：東大和市教育委員会教育部教育指導課 

（２）事業概要：東大和市立小・中学校に在籍する帰国子女、海外からの転入者等、初歩の日本語指導

を必要とする児童・生徒に対して、日本語の定着と学校生活への早期適応を図るため、日本語指導員を

配置した。 

（３）連携・協力機関  

ア 東大和市立小・中学校 

イ 日本語指導委託契約業者 

（４）連携・協力状況 

ア 市教委及び各小・中学校では随時（最低でも月に１回）、日本語指導が必要な児童・生徒の配当

時間調整などを行った。 

イ 契約業者は市教委に対し、対象児童・生徒の日本語習得状況等を確認するため、毎月業務報告

書の作成、提出及び報告を行った。 

 

２ 具体的な取組内容  ※取り組んだ実施事項（１）～（１３）について、それぞれ記入すること。 

（１）対象児童・生徒が在籍する学校の管理職、担当教諭、教育委員会及び契約業者は随時（最低でも月に１回）連絡

を取り合い、指導状況や日本語習得状況などの情報共有を行った。 

（２）市内小・中学校に在籍する外国籍又は帰国子女のうち、初歩の日本語の定着と学校生活への早期適応を要する

対象児童・生徒に「書くこと」「話すこと」を中心に日本語指導及び適応指導を行った。 

（３）対象児童・生徒の能力、進度及び理解度等に合わせ、初歩的な日本語の受け答え及びひらがなの読み書きが

できるようになること以上の能力を身につけることを内容としたカリキュラム及び教材を作成し、それに基づき個別の

日本語指導を実施した。 

（４）市公式ホームページに事業の取組状況等を公表するように努める。 

（９）対象児童・生徒数：児童１１人・生徒３人 

対象言語：ベトナム語、中国語、ネパール語、英語、ウイグル語、モンゴル語 

 

３ 成果と課題  ※取り組んだ実施事項（１）～（１２）について、それぞれ記入すること。 

（３）対象児童・生徒一人一人に応じたカリキュラム、教材を用いて日本語指導を実施することで、きめ細やかな日本

語指導・支援を図ることができる。しかし、未就学の児童・生徒に対しては支援が行き届かないことが課題として

挙げられる。 

（４）市公式ホームページで公表することにより、取り組みや成果等を地域のみでなく全国に発信することができる。

また、成果等を公表し共有することで、学校全体の取組として捉え、これまでの取組をふり返ることができ、今後の指

導に生かすことができる。 

（９）対象児童・生徒に初歩的な日本語の受け答え及びひらがなの読み書きができるようになること以上の能力を身に

つけさせ、日本語の定着と学校生活への早期適応を図ることができる。しかし、上記（３）と同様な課題が挙げられる

。 



 

本事業で対応した幼児・児童 

生徒数 

 

幼稚園等 小学校 中学校 
義務教育 

学校 
高等学校 

中等教育 

学校 

人 

（   園） 

    １１人 

（  ６校） 

     ３人 

（  ３校） 

      人 

（   校） 

      人 

（   校）  

      人 

（   校） 

うち、特別の教育課程で指導を 

受けた児童生徒数  
   １１人 

（  ６校） 

    ３人 

（  ３校） 

      人 

（   校） 

      人 

（   校） 

      人 

（   校） 

４ その他（今後の取組予定等） 

・引き続き日本語指導が必要な児童・生徒への支援環境整備を行っていく。 

※枠は適宜広げること（複数ページになっても差し支えない。）。 成果物等があれば別途提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


